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第 3回がん診療提供体制のあり方に関する

ワーキンググループ議事次第

日 時 :平成 25年 6月 20日 (木 )

16:00-18:00

場 所 :厚生労働省 17階 第 18～ 20会議室

議 事 次 第

1 開  会

。2 議  題

(1)が ん診療連携拠点病院等の要件等について (案 )

(2)そ の他

【資 料】
資料 1:がん診療連携拠点病院等の要件等について (案 )

資料 2:第 2回がん診療提供体制のあり方に関するWG以降に寄せられたご意見

資料 3:都道府県拠点病院、地域がん診療連携拠点病院、地域がん診療病院における相談支援

センターの役割分担について (案)(池山構成員提出資料)

参考資料 1:「がん診療提供体制のあり方に関するワーキンググループ」開催要綱

参考資料 2

参考資料 3

参考資料 4

参考資料 5

厚生労働省指定のがん診療連携拠点病院が不在の 2次医療圏の

がん医療の提供体制について (第 2回 ワーキンググループ カロ藤参考人提出資料)

がん診療連携拠点病院の整備に関する指針

がん診療連携拠点病院及び県指定病院一覧表

今後のがん診療提供体制のあり方について



資 料 1

がん診療連携拠点病院等の要件等について (案 )

I.は じめに
「がん診療提供体制のあり方に関する検討会」(以下「検討会」という。)で と

りまとめられた「今後のがん診療提供体制のあり方について」(以下「検討会とり

まとめ」という。)ではがん診療連携拠点病院 (以下「拠点病院」という。)に加

えて、地域がん診療病院 (仮称)を整備していくことが提言された。地域がん診

療病院 (仮称)は、A)拠点病院の無い2次医療圏に配置する病院と、B)特定領域

で優れた診療機能を持つ医療機関の2通 りが想定されている。ここでは、便宜上、

A)を地域がん診療病院、B)を特定領域がん診療病院と呼ぶこととする。

これまで拠点病院は、全国どこでも質の高い医療を受けることができるよう、

がん医療の均てん化を推進するため、2次医療圏に原則 1カ所を目指し、現在3

97が指定されている。しかし、がん医療が高度イヒロ個別化し、より専門性が高

まるにつれ、拠点病院を「点」として各病院のレベルアップや拠点病院で完結す

るがん医療を目指していたのでは、限られた医療資源を考慮すると、がん患者が

どこでも標準的な治療を受けられる環境を整えることは難しくなつてきている。

今後は、拠点病院を中心とした「地域」に着目し、拠点病院と地域がん診療病院

(特定領域がん診療病院)と の役割分担を明確にし、それをわかりやすく患者に

示し、患者がどこにいても迷うこと無く質の高いがん医療を確実に受けられる地

域を育てていくことが求められている。

(Oはご議論いただきたい箇所)

Ⅱ.地域がん診療連携拠点病院の要件

※緩和ケアに関する要件は「緩和ケア推進検討会」での議論をもとに策定予定。

1.診療体制
(1)診療機能
① 集学的治療の提供体制及び標準的治療等の提供

○どのようにすればキャンサーボードの機能強化が可能か。

(参考)現行の要件

: がん患者の病態に応じたより適切ながん医療を提供できるよう、キャン :

:サーボー ド (手術、放射線療法及び化学療法に携わる専門的な知識及び技能 :

:を有する医師その他の専門を異にする医師等によるがん患者の症状、状態及 :

:び治療方針等を意見交換 口共有 口検討口確認等するためのカンファレンスを :

:いう。)を設置し、定期的に開催すること。               :



② 拠点病院であることの掲示について

● 患者にわかりやすく示すため、掲示の仕方 (看板の大きさ、名称等)
をある程度統一することを要件とする。

(2)診療従事者
●  がん対策推進基本計画には、放射線治療の専門医、化学療法の専門医、
精神腫瘍医、専門看護師・認定看護師、放射線治療専門放射線技師、医

学物理士、がん薬物療法認定薬剤師、社会福祉士、臨床心理士、細胞検

査士等を適正に配置することが記載されている。
●  検討会では、「患者が求める人材は何か」、「人材確保が難しい病院もあ
るという現状に配慮すべき」等の意見があった。
●  本 WGでは、放射線治療室へのがん放射線療法看護認定看護師、外来化
学療法室へのがん看護専門看護師またはがん化学療法看護認定看護師の

配置、放射線治療の専門医、放射線治療専門放射線技師、医学物理士等

のがん対策推進基本計画にかかげられた専門職種の配置が重要との意見

があつた。

○以上のことから、人材配置の要件を以下のようにしてはどうか。

(緩和ケアを除く)。

① 専門的な知識及び技能を有する医師の配置

>  専任の放射線療法に携わる専門的な知識及び技能を有する医師
を 1人以上配置すること。原員1と して常勤であること。また、専
従であることが望ましい。

>  専任の化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する医師を
1人以上配置すること。原則として常勤であること。また、専従
であることが望ましい。

>  専従の病理診断に携わる常勤の医師を1人以上配置すること。

② 専門的な知識及び技能を有するコメディカルスタッフの配置
>  専従の放射線治療に携わる常勤の診療放射線技師を 1人以上配
置すること。なお当該診療放射線技師は通算 5年以上放射線治療
に関する診療業務を行い、過去 5年以内に医療関係団体等が定める
認定単位を20単位以上取得している者であることが望ましい。
>  専任の放射線治療における機器の精度管理、照射計画の検証、照
射計画補助作業等に携わる常勤の技術者等を 1人以上配置するこ

と。なお当該技術者は専門的な知識及び技能を有する者 (※医学物

理士のような者)であることが望ましい。
>  放射線治療室に専任の常勤看護師を1人以上配置すること。なお
当該看護師はがん放射線療法看護に関する専門的な知識及び技能

2



を有する者 (※がん放射線療法看護認定看護師のような者)である

ことが望ましい。

外来化学療法室に専任の化学療法に携わる専門的な知識及び技

能を有する常勤の看護師を 1人以上配置すること。当該看護師は原

則専従とする。なお当該看護師はがん化学療法看護に関する専門的

な知識及び技能を有する者 (※がん化学療法看護認定看護師のよう

な者)であることが望ましい。

専任の {ヒ学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する常勤の

薬剤師を 1人以上配置すること。なお当該薬剤師は専門的な知識及

び技能を有する者 (※がん薬物療法認定薬剤師のような者)で ある

ことが望ましい。

細胞診断に係る業務に携わる者を1人以上配置すること。なお当

該細胞診断に係る業務に携わる者は専門的な知識及び技能を有す

る者 (※細胞検査士のような者)であること。

※要件とする際には例えば「当該診療放射線技師とは通算 5年以
上放射線治療に関する診療業務を行い、過去 5年以内に医療関係団

体等が定める認定単位を 20単位以上取得している者とする。」とい

う形で示すこととする。

(3)医療施設
● 基本計画では「高度な技術と設備等を必要とする医療については地域性
に配慮した計画的な集約化を図る」と記載されている。

○これを踏まえ、 IMR丁 等の放射線治療機器等の高度な技術と設備等における

国内での適正な配置について、地域医療の状況をふまえ、都道府県または都

道府県がん診療連携協議会での検討を行うこととしてはどうか。

(参考)現行の放射線治療機器に関する要件概要

放射線治療に関する機器を設置すること。ただし、

アックなど、体外照射を行うための機器であること。

当該機器は、

○ この他、必要な手術において、術中迅速病理診断を実施できる体制を確保

することを要件としてはどうか。

2.診療実績
● 基本計画では、拠点病院間に医療技術や実績の格差があるという課題が
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指摘されているとともに、質の高いがん医療を受けられる医療提供体制

を整備することも求められている。

このため、各拠点病院において適切ながん医療が提供されることを担保

しながら、各拠点病院の医療技術や実績をさらに向上させていく必要が

ある。

これを実現するため、現行の要件に診療機能や診療の質を一定程度担保

する客観的な指標として、診療実績を追加することが考えられる。

本 WGでは、「がん診療の一部が入院診療から外来診療へ移行してきてい

るため、年間入院がん患者数だけでなく、より多角的な評価が必要であ

ること」、「がん種男1についても検討を加えるべき」等の意見があった。

一方で、絶対数としての診療実績は、施設が所在する地域の影響を強く

受け、地域の実情によっても大きく変動する可能性があることから、当

該施設が、その所在する地域のがん患者のうちどのくらいを診療してい

るかなどの相対的な観点も重要であるとの指摘もあった。

まず、絶対数としての診療実績要件の検討に資するため、現行では診療

実績として唯―の要件である「年間入院がん患者数 (1年間に入院した

がん患者の延べ人数をいう。)が 1200人以上であることが望ましい。」
を参董に年FE7入院がん患者数900-1200人の29の拠点病院を多角的に分

析した。

現在のがん医療は外来の比重も高くなつていることを踏まえ、上記施設

について、院内がん登録数 (入院、外来は間わない時施設初回治療分)

悪性腫瘍手術件数、がんに係る薬物療法、のべ患者数放射線治療実数を

分析した結果、以下の数値がこれら施設の比較的標準的な実績と考えら

れた。

> 院内がん登録数 年間 500件程度
> 悪性腫瘍手術件数 年換算 400件程度
> がんに係る薬物療法のべ患者数 年換算 1000件程度
> 放壁線治療実数 年間 200件程度
これらの数ltLは、拠点病院の指定において、診療実績を評価する際の目

安として活用することが考えられる。

これらの数ltLに加えて、上記施設のがん種別の院内がん登録数を目安と

することについては、拠点病院が、我が国に多いがんについて集学的治

療・標準的治療を提供することを求められ、その2次医療圏の中心とな
るがん診療施設であることを踏まえると、目安として活用すべきである

という意見がある一方、がん種別の院内がん登録数については、現時点

で1よ、情報/Ak開に積極的に努めることで十分であり、どん種別の院内が

ん登録数までは目安とはせず、むしろ各拠点病院の診療機能向上につな

がる要件を重視すべきではないかとの意見があつた。



さらに、がん種別・治療法別 (例 :肺がん手術)の件数も目安とするこ

とが検討されたが、現状、肺がん手術や肝がん手術等、一部のがん種の

治療は一定程度集約されていると考えられることから、これらの実績を

安とはしない。_

また、特に患者数が少ない地域の2次医療圏においては、単純に絶対数

としての診療実績のみを目安とした場合、適切な診療機能を有し当該 2

次医療圏に不可欠な拠点病院が、十分な診療実績を有していないと評価

される可能性もある。

このため、当該 2次医療圏に居住するがん患者を中心となって診療して

いる医療機関 (具体的には、当該 2次医療圏、場合によつては隣接する

医療圏に居住するがん患者をどの程度診療しているか等)については相

対的な観点を加味し、個別に判断することとする。その際に、たとえば

地域のがん患者をどれだけ診ているか (年間新入院がん患者数/2次医

療圏内全がん入院患者数な口 といつたことを指標としてはどうか。

3.情報の収集提供体制
(1)相談支援・情報提供に関すること
● 病院固有の名称との併記は認めた上で、統一した名称「がん相談支援セ
ンター」とする。

● 活用の推進を図るため、相談支援センター主導のもと他部門と連携しな
がら、院内での掲示、セミナーの開催、地域広報誌への案内掲載等を行

うことが望ましい。

○ 相談支援センターの業務について、都道府県がん診療連携拠点病院 (以下

「都道府県拠点病院」という。)、 拠点病院、地域がん診療病院の役割分担を

進めてはどうか。

○ 相談支援センターの相談員のうち少なくとも2名は国立がん研究センタ

ーの「相談支援センタ〒相談員研修 口基礎研修」(1)～ (3)を修了してい

ることとしてはどうか。

― ― ― ― ― … … … … … … … :

(参考)現行の相談員の配置に関する要件概要

国立がん研究センターによる研修を修了した専従及び専任の相談支援

●
 :

!

:

:

:

:|に携わる者をそれぞれ 1人以上配置すること。
1_________… … ― ― … … … … … … … … … …

… … … … … … … … … … … …
Ⅲ
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(2)臨床研究に関すること
○ 臨床研究を行つている場合は、現行の臨床研究に関する広報を十分に行
うた上で、臨床研究実施のための組織的支援体制を整備することを要件

としてはどうか。

(参考)現行の臨床研究に関する要件概要
● 進行中の臨床研究 (治験を除く。以下同じ。)の概要および過去の臨床研
究の成果を広報すること。

● 参加中の治験について、その対象であるがんの種類および薬剤名等を広
1  報すること。
L___… … ……… ……… …・ :

Ⅲ.地域がん診療病院の要件

診療体制

(1)診療機能
①集学的治療の提供体制及び標準的治療等の提供
●  5大がんを中心として、各医療機関が専門とするがんについて、集
学的治療口標準的治療を提供すること。集学的治療や標準的治療を提

供できないがんについては、グループとなる拠点病院との連携にょっ

て対応できる体制を確保し、そのことをがん患者!二明示すること
●  一般的な手術療法については地域がん診療病院でも行うことを求 .

める。迅速病理診断が必要な手術については、グループとなる拠点病
院の協力により提供できる体制を確保する。
●  化学療法については、合同のカンファレンスを行うなどグループと

6

検討会とりまとめ (抜粋 )

がん診療病院には、2次医療圏内で受けることが望ましいがん医療の提供、
すなわち、高度な技術を要さない手術 (患者数の多い、胃、大腸、乳がんの手

術など)、 外来化学療法、緩和ケア、相談支援 (特に地域連携に関すること)、

がん登録のほか、拠点病院や在宅医療提供機関との地域連携 (例 :拠点病院で

初期治療を終えた患者のフォローアップ、高度な技術を要する治療や自施設で

診療経験が十分にない患者を拠点病院へ紹介すること、在宅医療提供機関への

紹介)等が求められる。 また、拠点病院の無い地域にあるがん医療を担う医
療機関の現状を踏まえた上で、がん診療病院については、拠点病院の要件のう

ち、放射線療法、研修の開催、診療実績、セカンドオピニオンの提供、人材配

置等については一定程度緩和することが考えられる。

※緩和ケアに関する要件は「緩和ケア推進検討会」での議論をもとに策定



なる拠点病院との連携のもと、標準的な化学療法を施行できる体制を

確保すること。特に、地域がん診療病院には、導入後の安定したサイ

クルの化学療法や、比較的リスクの低い化学療法の導入・維持等の役

割が期待される。

○ 放射線療法については、放射線治療機器を有する医療機関も増えて

おり、疼痛緩和にも用いられることから、一般の放射線療法について

は地域がん診療病院でも行うことが望ましいとしてはどうか。

○ 患者にわかりやすく提供可能な治療法や協力・連携体制を明示する
ことを要件とする場合、どのようなことが考えられ るか。

○ 症例検討会、人材交流等を要件とする場合、具体的にはどのような
要件が考えられるか。

②がん診療病院であることの掲示について

● 患者にわかりやすく示すため、掲示の仕方 (看板の大きさ、名称等)を
ある程度統一することを要件とする。

③セカンドオピニオンの提示体制

● 我が国に多いがんについて、手術、放射線療法又は化学療法に携わる専
門的な知識及び技能を有する医師によるセカンドオピニオンを、グルー

プ指定の拠点病院との連携により提示できる体制を有すること。

(2)診療従事者
○がん診療病院に求められる機能をふまえ、人材の配置について以下を求め

ることとしてはどうか。

①専門的な知識及び技能を有する医師の配置

>  放射線治療を行う場合には専任の放射線治療に携わる専門的な知識及
び技能を有する医師を1人以上配置すること。

>  専任の化学療法の専門的知識及び技能を有する医師を1人以上配置す
ることを求め、専任が望ましい。原則として常勤とする。

》 専従の病理診断に携わる医師を 1人以上 (非常勤も可能)配置するこ
とが望ましいとしてはどうか。

②専門的な知識及び技能を有するコメディカルスタッフの配置

>  放射線治療を行う場合は、専従の放射線治療に携わる常勤の診療放射
線技師を 1人以上配置することが望ましい。なお当該診療放射線技師は

通算 5年以上放射線治療に関する診療業務を行い、過去 5年以内に医療

関係団体等が定める認定単位を20単位以上取得している放射線治療専門



放射線技師のような者であることが望ましい。

>

》

放射線治療を行う場合は、専任の放射線治療における機器の精度管理、

照射計画の検証、照射計画補助作業等に携わる常勤の技術者等を 1人以

上配置することが望ましい。なお当該技術者は専門的知識及び技能を有

する者 (※医学物理士のような者)であることが望ましい。
放射線治療を行う場合は、放射線治療室に専任の常勤看護師を 1人以

上配置することが望ましい。なお当該看護師はがん放射線療法看護|二関

する専門的知識及び技能を有する者 (※がん放射線療法看護認定看護師

のような者)であることが望ましい。
外来化学療法室に専任の化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有

する常勤の看護師を1人以上配置すること。当該看護師は専従であるこ

とが望ましい。なお当該看護師はがん化学療法看護に関する専門的知識

及び技能を有する者 (※がん化学療法看護認定看護師のような者)であ
ることが望ましい。

専任の化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する常勤の薬剤師を

1人以上配置することが望ましい。なお当該薬剤師は専門的知識及び技

能を有する者 (※がん薬物療法認定薬剤師のような者)であることが望
ましい。

細胞診断に係る業務に携わる者を 1人以上配置することが望ましい。
なお当該細胞診断に係る業務に携わる者は専門的知識及び技能を有する

者ゴ※細胞検査士のような者)であることが望ましい。

※要件とする際には例えば『当該診療放射線技師とは通算 5年以
上放射線治療に関する診療業務を行い、過去 5年以内に医療関係団

体等が定める認定単位を 20単位以上取得している者とする。」とし

た形で示すこととする。

(3)医療施設
● 外来化学療法室の設置は必要とする。
○急変時等の緊急時に外来化学療法室において化学療法を提供する当該がん

患者が入院できる体制を確保することを要件としてはどうか。

○放射線治療機器については要件とするか。

○必要な手術で迅速病理診断を行う場合については、グループ指定の拠点

病院と連携をとる体制を整備することを要件としてよいか。

診療実績

● 当該 2次医療圏のがん患者をどの程度診療 しているかを目安としてはど

2.



うか。

○ 拠点病院との連携による診療実績等を要件とする場合、どのようなことが

考えられるか。

3.相談支援 口情報提供・院内がん登録
●  相談支援センターについては拠点病院を参考にした基準にする。人的
配置については地域の現状をら、まえた医療資源を基準とし、業務内容に

ついては役割分担を行う。以上のことから要件としては以下のように考

えられるか。

● 病院固有の名称との併記は認めた上で、統一した名称「がん相談支援セ
ンター」とする。

○ がんの一般的な情報、がんの標準治療についての情報、担当医療圏や
都道府県内の一般的ながん診療を行う治療実施施設や治療成績に関する

情報について情報提供を行うことを要件としてはどうか。

● 院内がん登録を実施していることは要件とする。

Ⅳ.特定領域がん診療病院の要件

○ 基本的に地域がん診療拠点病院の要件を満たすことを前提に以下の点を
考慮してはどうか。

/  都道府県が県内の特定領域のがんの実状を考慮し、県内の大半を占める診療
実績を有していること。

/ 特定領域で集学的治療を提供できること
/ 特定領域のがん診療について拠点病院に準じた人的配置等を有していること。
/  がん種の必要性に応じて治療法が異なるため、診療従事者、診療実績、医療
施設における要件は個別に判断することとする。

/  特定領域における高い診療技術や知識を共有する観点から、積極的に拠点病
院、あるいはその他のがん診療病院との人材交流、技術提携、合同のカンフア

レンスなどを行うこと。

/  治療の副作用等による緊急の治療が必要な際に、グループ指定の拠点病院と
緊密な連携がとれること。

/ 特定分野についてセカンドオピニオンの提示、研修の提供ができること。

V.拠点病院と地域がん診療病院、特定領域がん診療病院の関係について

① 拠点病院とのグループ指定のあり方について

●  地域がん診療病院は、拠点病院の無い2次医療圏を中心に指定を行い、



特定領域がん診療病院は、同-2次医療圏に拠点病院があるかどうかに
関わらず指定を行う。

グループ指定は、 1うの地域がん診療病院、特定領域がん診療病院と
1つの拠点病院という1対 1に限らず柔軟な組み合わせを認める。
複数の拠点病院とグループになる場合は、中心となって連携する拠点

病院を明確にする。当該拠点病院は、患者の利便性及び連携の実効性を

考慮し、地域がん診療病院、特定領域がん診療病院と隣接した2次医療
圏にあることが望ましい。

② 地域がん診療病院と拠点病院との連携ウ
●  地域がん診療病院は、自施設で対応可能な病態 口治療法及び、拠点病
院との連携のもと対応可能な病態 口治療法を患者にわかりやすく示すこ

ととする。

●  拠点病院においても、連携 している地域がん診療病院やその連携の内
容を患者にわかりやすく示すこととする。

●  地域がん診療病院は、個々の患者の診療の際に、必要に応 じて、治療
法の方針等を拠点病院に相談 し、拠点病院へ紹介することとし、拠点病

院は地域がん診療病院からの相談を受け、治療法の方針等について助言

することとする。 (地域⇒拠点 )

●  拠点病院で初期治療の終了した患者、化学療法導入後の安定 したサイ
クルで化学療法を実施 している患者等については、患者の意向を踏まえ

た上で、拠点病院は地域がん診療病院に紹介し、地域がん診療病院は拠

点病院からの患者を積極的に受け入れることとする。 (拠点⇒地域 )

●  症例検討会や研修、人材交流等を通じた定期的な交流を行う。特に、
地域がん診療病院のがん医療の質の向上を図るため、地域の状況に応 じ

て、地域がん診療病院の人材を一定期間拠点病院に集約、あるいは拠点

病院から人材を派遣することによって人材育成を進めることが望ましい。

(拠点⇔地域 )

●  医療のみならず、相談支援センターにおいても、定期的な交流を行い、
情報共有等を図ることとする。

●  長期的には、拠点病院と地域がん診療病院で、医療情報を共有できる
インフラを整備していくことが望ましい。

○患者にわかりやすく提供可能な治療法や協力・連携体制を明示することを要件

とする場合、どのようなことが考えられるか。

○症例検討会、人材交流等を要件とする場合、そのようなことが考えられるか。
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③ 特定領域がん診療病院と拠点病院との連携
●  個々の患者の病態に応じて、特定領域がん診療病院と拠点病院が協
力・役割分担し、適切ながん医療を提供することとする。(拠点⇔特定)

●  特定領域がん診療病院は、自施設で対応可能な病態 口治療法及び、拠
点病院との連携のもと対応可能な病態・治療法を患者にわかりやすく示

すこととする。

●  拠点病院においても、連携している特定領域がん診療病院やその連携
の内容を患者にわかりやすく示すこととする。

●  医療のみならず、相談支援センターにおいても、定期的な交流を行い、
情報共有等を図る。

●  長期的には、拠点病院と特定領域がん診療病院で、医療情報を共有で
きるインフラを整備していくことが望ましい。

○上記②の 4、 5については、特定領域がん診療病院と拠点病院の連携において

はどのような内容となるか。

Ⅵ.都道府県がん診療連携拠点病院の要件

検討会とりまとめ (抜粋 )

現況報告といつた自己申告の報告のみに頼ることなく、拠点病院にとって過

度な負担にならないよう留意 した上で、国と都道府県が役割分担して、拠点病

院の実地調査を行い、拠点病院の診療機能や診療実績、地域連携に関する実績

や活動状況を把握・評価 し、課題を明らかにして、必要に応じて改善を求める

など、PDCAサ イクルを確保する仕組みが必要である。また、こうした PDCAサ

イクルを確保することにより、現在問題となつている拠点病院間の格差も縮小

することが期待される。

① 都道府県協議会を活用した情報共有、県内の情報の集約と情報発信

● 国立がん研究センターにおいて開催されている、都道府県がん診療連携
拠点病院連絡協議会やその部会で共有された情報を、県内の拠点病院と

も情報共有を図ること。

●  また、具体的な取組として、都道府県協議会を活用し、県との協力の
もと、県内の医療機関の診療機能、緩和ケア外来、相談支援センター、

患者サロン、患者支援団体、在宅医療等について、冊子やホームページ

等で情報発信していくこと等が望ましい。
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② 相談支援センターの機能強化 (教育機能)

●  例えば、都道府県拠点病院または県内において相談支援センターの機
能の高い拠点病院の相談員のうち、少なくとも 1人は国立がん研究セン

ターの指導者研修 (※)を修了すること。
○ 都道府県拠点病院が中心となつて、県内の相談員の継続的なスキル
アップを目的とした研修を実施することが望ましいことを要件としては

どうか。

○  当該都道府県において、がん医療に携わる専門的な知識及び技能を有
する相談支援に携わる者を対象とした研修を実施することを要件として

はどうか。

※「相談支援センター相談員指導者研修」では地域で相談員の継続教育に

携わる人材を養成するため、研修企画・運営のための知識や教材づくり、

グJレァプヮ=2のためのファシリテーションスキルを学ぶこととしている。

Ⅶ.PDCAサイクルの確保 (実地調査の実施 )

検討会とりまとめ (抜粋 )

都道府県協議会で検討すべき内容を明確にし、都道府県内の拠点病院間の情報

共有を図ること、国立がん研究センターを中心とした都道府県拠点病院の協議

会を活用 し、情報共有を図る等、実地調査以外にも、PDCAサイクルを確保す
る仕組みが求められる。

●  拠点病院の機能を改善していくため、国立がん研究センタ下中央病院
は、都道府星どん診療連携拠点病院の実地調査や都道府県がん診療連携

拠点病院からの報告をもとに全国の地域がん診療連携拠点病院の診療機

能や診療実績、地域連携に関する実績や活動状況の他、患者00Lに つい

て把握・評価し、課題を明らかにして、必要に応じて都道府県がん診療

連携拠点病院に改善を求めるなど、PDCAサイクルを確保する仕組みを設
ける。

●  拠点病院の機能を改善していくため、都道府県だん診療連携拠点病院
は、地域が左診療連携拠点病院の実地調査や地域がん診療連携拠点病院

からの報告をもとに都道府県内の地域がん診療連携拠点病院の診療機能

や診療実績、地域連携に関する実績や活動状況の他、患者00Lについて

把握 口評価し、課題を明らかにして、必要に応じて改善を求め、国立が

ん研究セン生=虫
央病院に報告をするなど、PDCAサイクルを確保する仕

組みを設ける。
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同様に拠点病院の機能を改善 していくため、地域がん診療連携拠点病

院は自院の診療機能や診療実績、地域連携に関する実績や活動状況の他、

患者 00Lについて把握 口評価 し、課題を明らかにして、必要に応じて改

善を求めるなど、PDCAサイクルを確保し、都道府県がん診療連携拠点病

院に報告を行う仕組みを設ける。

●  実地調査を行う際には、医療従事者に過度な負担にならないよう配慮
した上で、実地調査の頻度、 1回あたりの時間、調査メンバー、調査す '

べき事項、調査に基づく意見交換、調査結果の公表等をあらかじめ決め

ておく必要があり、実地調査に当たってガイドライン等を作成すること

が望ましいとの意見があった。

Ⅸ.その他、拠点病院等のあり方に係る指摘
●  都道府県がん診療連携拠点病院に県内の拠点病院のとりまとめを行う
「腫瘍センター (仮称)」 を設置 し、事務スタッフを含めた専従スタッフを

配置することが望ましいとして|まどうか。複数の都道府県がん診療連携拠

点病院がある場合には、それぞれに腫瘍センター (仮称)を設置し、役割
分担、協力をすることとしてはどうか。

拠点病院には各科横断する機能を持つた腫瘍センターが必要ではない

か。

拠点病院は、資格取得のための体職や、資格取得後や研修後にその能力

が活かされるよう人事上の配慮をすることが望ましいのではないか。
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資 料 2

第 2回がん診療提供体制のあり方に関するWG以 降に寄せられた主なご意見

1.地域がん診療連携拠点病院の要件

【体制について】

● 移行措置を認めた上で、各科横断する機能を持つた「腫瘍センター」が必
要ではないか。

● 全ての手術において術中迅速病理診断を行える体制が必要であるとい
うご意見や、テレパソロジー利用を前提とした術中迅速病理診断を行え

る体制が必要ではないか。

● 放射線治療の線量の第三者評価を行うことを義務付けてはどうか
● 資格取得のための体職や、資格所得後や研修後にその能力が活かされる
よう人事上の配慮をすることが望ましいとのではないか。

【人材の配置】

● 現時点での実態を把握した上で、必要可能な範囲で専従であることにし
てはどうか。

● 放射線治療に関して、集約化されるのであれば、「放射線治療医師 2
名、放射線治療技師 2名 、医学物理士または品質管理± 1名、放射線治

療専従の看護師 1名」が最低ラインではないか。

● 放射線治療部門の長は放射線治療専門医にしてはどうか。
● 放射線治療室へのがん放射線療法看護認定看護師の配置を明記しては
どうか。

● 現在がん看護専門看護師は432人だが、ここ数年は 80～ 100人/年単位
で増加しており、がん看護専門看護師を 1名以上配置することが望まし

いとしてはどうか。

● 専従の病理診断に携わる医師を 1人以上配置し、常勤であることとして
はどうか。細胞診断に係る業務に携わる細胞検査士を1人以上配置する

こととしてはどうか。

● がんリハビリテーションに関する人材は必要ないか。

【実績】

● 患者数が少ない二次医療圏において、拠点病院とするか診療病院にする
かの基準をある程度明確にしておくことが必要ではないか。

● 人口の少ない2次医療圏では当該医療圏でのがん診療の補足率など、係
数を考慮して指定してはどうか。



● その他、経口抗がん剤の投与を受けている患者数や、先端的な放射線治
療を受けている患者数等についても報告を求めていくべきではないか。

● がん薬物療法の観点からは、造血器腫瘍の治療を実施できるがん拠点病
院の割合がどのくらいか、指定要件とは別に都道府県レベルでも地域レ

ベルでも広報としては必要ではないか。

【相談支′援 口情報提供に関すること】

, セミナーの開催については、相談支援センター単独の活動というより、
院内他部門との連携でとしてはどうか。

● 相談支援センターの評価として、実績数は求めず、支援センター主催の
研修会などを増やす等で評価してはどうか。

● 活用の推進を図るため、地域広報誌への案内掲載などはどうか。
● 研修修了者の配置のみではなく、「社会福祉士 (または精神保健福祉士
1名以上、および看護師1名 以上を配置することが望ましい」というよ

うな専門職配置の努力義務を求めることで、相談支援の質を担保するこ

とも重要ではないか。

● 「専従および専任で相談支援に携わる者のうち少なくとも 1名は、相談
支援センタニ相談員研修 (1)～ (3)を、さらに 1名は(1)～ (2)を修了してい

ること」あるいは「少なくとも2名は… (1)～ (3)を修了していること」

としてはどうか。

【拠点病院であることの掲示について】

● 拠点病院の正式名称はすでに統一実施されており、看板等に関する統一
は現実的には難しいのではないか。

● 看板の大きさ、名称、掲げるべき場所 (玄関ホール、外壁)などの指針
を示してはどうか。

【高度な技術と設備等を必要とする診療機能について】

● 高い毒性が予想される、あるいは頻度は少ないが特殊な副作用がある治
療の導入時には専門性の高い医療施設で行うことの方が勧められるの

ではないか。

【臨床研究に関すること】

● 臨床研究実施のための組織的支援体制を整備すること (が望ましい)が
重要ではないか。



2.地域がん診療病院の要件
①集学的治療の提供体制及び標準的治療等の提供

● 手術については標準治療を求め、自施設で困難な症例は拠点病院に紹
介し、そのことをがん患者に明示するようにしてはどうか。

● 化学療法については、グループとなる拠点病院との連携のもと、共通
のカンファレンス等で確認した標準的な化学療法を施行できる体制を

確保することとしてはどうか。

● 放射線療法については疼痛緩和にも用いられることから、放射線治療
設備体制の現状を把握 した上で議論が必要ではないか。拠点とグルー

プ化しているのでよいとも考えるが、本来適応のある患者を誘導でき

るような連携が重要ではないか。

● がん患者の半数が放射線治療の対象となるため、がん診療病院にもリ
ニアックは必須ではないか。

● 病理については迅速病理は連携で可、あるいは迅速病理が必須であれ
ば拠点病院へ紹介としてはどうか。

● 全ての手術において術中迅速診断を行える体制あるいはテレパソロジ
ーシステムが完備されていることとしてはどうか。

② 人材の配置

● 化学療法の専従は求めないが、専任 (マネジメント担当医師)は必要
としてはどうか。必要に応じて、拠点の専従医師と連携 (症例相談)

することを求めてはどうか。

● 放射線治療医師については、非常勤を可とするとしてはどうか
● 薬剤師、看護師も専任でも可、専従が望ましいにとどめてはどうか。
● 病理医については専従の病理診断に携わる医師を1人以上 (非常勤も
可能)配置すること、細胞診断に係る業務に携わる細胞検査技師を 1

人以上配置することが望ましいとしてはどうかざ

③ 診療実績

● 2次医療圏内でのカバー率のほか、拠点病院との連携実績も評価する
こととしてはどうか。

④ 相談支援・情報提供・院内がん登録

● 相談支援センターは必須とした上で、相談支援センターの業務につい
て、都道府県拠点病院、拠点病院、地域がん診療病院の役割分担を行



うこととしてはどうか。

● それぞれのグループ指定の医療施設が定期的に互いに意見交換をする
場を設けてはどうか。

● 院内がん登録は必須としてはどうか。

3.特定領域がん診療病院の要件
● 人材配置については原則として拠点病院に準じるとしてはどうか。
● 化学療法などの副作用に対応や、多臓器のがんとそのマネジメン トを行
える拠点病院と連携をとることができることを要件にいれてはどうか。

4.都道府県がん診療連携拠点病院の要件
● 県内の拠点病院のとりまとめを行う「腫瘍センター (仮称)」 を設置し、
事務スタッフを含めた専従スタッフを配置することが望ましいとして

はどうか。

● 各都道府県に、沖縄県などの事例を広報してはどうか。
● 事務局員の配置を求め、医師 口看護師・薬剤師など専門職が診療と並行
して、事務局機能を果たさなくてもいいような体制整備が必要ではない

か。

5.PDCAサイクルの確保
● 都道府県拠点病院と都道府県がん診療協議会の組織体制の強化が必要
ではないか。

● 病院機能評価には第 3者機関への外部委託の利用などを試みてはどう
か。
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都道府県拠点・地域拠点・診療病院における
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(資料 1)都道府県拠点 1地域拠点・診療病院における相談支援センター業務の役割分担 (案 )

※指定を受ける特定領域のがん種が該当する場合は、当該相談支援および情報収集と提供をおこなう

-2-

①治療関係の情報提供と相談対応  |  : :
(ア )がんの一般的な情報について ○ ○ ○ ○

(イ )がんの標準治療に関する情報について ○ ○ ○ ○

(ウ )担当医療圏の一般的ながん診療を行う治療実施施設や治療成績に関

する情報について
○ ○ ○ ○

(工 )都道府県内の一般的ながん診療を行う治療実施施設や治療成績に関

する情報について
○ ○ ○ ○

(オ )全国の一般的ながん診療を行う治療実施施設や治療成績に関する情

報について
○ ○

(力 )担当医療圏の稀少がんの治療実績施設や治療成績に関する情報につ

い ¬C
○ ※

(キ )都道府県内の稀少がんの治療実績施設や治療成績に関する情報につ

い ¬C
○ ※

(ク )全国の稀少がんの治療実績施設や治療成績に関する情報について ○

(ケ )ア スベストによる肺がんおよび中皮腫の治療実施施設や治療成績に

関する情報について                      ` ○ ※

(コ )ATL(成 人 T細胞白血病リンパ腫)の治療実施施設や治療成績に関す
る情報について

○ ※

(サ )担当医療圏で行われている臨床試験の内容、実施施設、実施担当医に

関する情報について
○ ※

(シ )都道府県で行われている臨床試験の内容、実施施設、実施担当医に関

する情報について
○ ※

(ス )全国で行われている臨床試験の内容、実施施設、実施担当医に関する

情報について
○

②療養関係の情報提供と相談対応

(セ )担当医療圏における医療福祉関連施設 (療養先)の情報について ○ ○ ○ ○

(ソ )都道府県内全域における医療福祉関連施設 (療養先)の情報について ○ ○ ○ ○

(夕 )全国のおける医療福祉関連施設 (療養先)の情報について ○ ○

(チ)就労に関する相談について ○ ○ ○ ○

③患者活動の支援

(ツ )患者会、患者支援団体に関する相談について ○ ○ ○ ○

(テ)患者会への支援について ○ ○

(卜 )患者サロンについで ○ ○ ○ ○

(ナ)ピアサポー トについて ○ ○ ○ ○

④相談支援センターの広報・周知活動/ネットワニクづくりい

(二)患者・一般向けの講演会等について ○
○

グループ開催可

(ヌ )地域の医療者向け研修会・講演会等について ―O
○

グループ開催可

(ネ )相談支援センター間の情報共有・連携・調整の場の設定について 県下 グループ

(ノ )相談支援センターの周知活動について 県下 グループ 自施設 自施設

⑤相談員教育と支援サ■ビス向上に向けた取り組み

(ハ)相談員教育について ○ ○ ○ ○

(ヒ )相談員向け研修プログラムの企画について 県下 グループ

(フ )相談者からのフィーバック ○ ○ ○ ○

⑥連携業務

(へ)一般的な案内・受付等 ○ ○ ○ ○

(ホ)地域連携について ○ ○ ○ ○
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年間がん罹患者数 都道府県数 備考

5000人未満 3 最小 0.4万人 (鳥取県)

5000～ 1万人未満 20

1～ 2万人未満 14

2万人以上 10 最大 6.4万人 (東京都)

(資料2)  「都道府県別年間がん罹患数と相談員配置人数の検討例」

(1)都道府県別の年間がん罹患者数

注)国立がん研究センターがん対策情報センター

人口動態統計による都道府県別がん死亡データ 20‖ 年都道府県別死亡者数より試算 (死亡者数×2)

1)相 当人数の過半数以上は、専従であること

2)基 礎研修 3修了者数は、1)の相当人数、端数が出る場合は、切り上げの人数

3)都 道府県拠点病院は、都道府県に 1施設とした場合に、がん罹患者 4人に 1人が利用すると仮定した

相談件数に対応できる相談員数で試算 (相談員 1日 1人あたり5件、年間 250日 として計算)
-3-

(2)拠点別の相談員数、基礎研修 (3)修了者数、指導者研修修了者数の検討例

年間がん

罹患者数

相談員

相当数

相談員の

1配置 ‐
担当事務

基礎研修 3

修了者数
指導者研修修了者数

専従 専任 専任 病院内 当該県内

都道府県拠点病院

1万人

未満
2人相当

2 0

2 2
1名

以上
3

2

1-2万人 3人相当

3 0

3 3 略
嘘

62 2

4

2万人

以上
4人相当

4 0

4 4
1名

以上
9

3 2

2 4

11 :6

地域がん診療連携拠点病院

2人相当
2 0

1 2
1 2

嵐
がん診療病院 |(仮称)

蕩
11目

二
人

1 0 1

「

1翻翼[舅塚蜃 li
1.5人

相当
1 0 1



年間がん

罹患者数

相談件数 対応相談員数

相談員

相当数
相談員 担当事務

年間がん

罹患者数

XO.25

相談員 lν日5件

年間 250日換算

して

専従 専任 専任

都道府県拠点病院

1万人

未満
2500件 2人 2人相当

2 0

2
1 2

1-2万人
25004牛

～5000i牛
2～ 4人 3人相当

3 0

32 2

4

2万人

以上

5000件

以上

(～ 1.6万件

:東京 )

4～ (12.8)人 4人相当

4 0

4

3 2

2 4

1 6

地域がん診療連携拠点病院

2人相当
2 0

1

1 2

がん診療病院 (仮称)

六 顆,

1:5人

本目主当
1 1 0

特定領域がん診療病院 (仮称 )

※機関の規模と指定機関数が想定できない

1.5人

相当
1 1 0

灘
墨
減

(3)試算した相談件数と対応相談員数 (都道府県拠点のみ試算 )

-4-



参考資料 1

「がん診療提供体制のあり方に関するワーキンググループ」開催要綱

1. 趣旨
全国どこでも質の高い医療を受けることができるよう、がん医療の均てん

化を推進するため、がん診療連携拠点病院 (以下「拠点病院」という。)の整

備が進められ、平成24年 4月 1日現在397施設が指定されている。
しかし、拠点病院の間に大きな診療機能の格差があること、未だ拠点病院

が指定されていない2次医療圏が 107あること、さらに高齢化社会やがん
患者の多様化するニーズを踏まえ、拠点病院以外の医療機関等との連携も重

要であることなどいくつかの課題が指摘されている。    '
こうした課題を検討するため、平成 24年 12月 に「がん診療提供体制の
あり方に関する検討会」が設置され、3回の開催を経て、平成25年 4月 に
「今後のがん診療提供体制のあり方について (特にがん診療連携拠点病院に

関すること)」 (以下「中間とりまとめ」という。)がとりまとめられた。また、

検討会において、中間とりまとめを踏まえた拠点病院等の具体的な指定要件

案については、検討会のもとにワーキンググループを設置し、検討すること

が決定された。

これを受け、本ワーキンググループでは、拠点病院等の指定要件を検討す

ることとする。

2. 検討事項
(1)拠点病院の指定要件の見直し
(2)地域がん診療病院 (仮称)の指定要件の策定
(3)その他拠点病院に関すること

3. その他
(1)本ワーキンググループは健康局長が別紙の構成員の参集を求めて開催
する。

(2)本ワーキンググループには、構成員の互選により座長をおき、ワーキン
ググループを統括する。

(3)本ワーキンググループには、必要に応じ、別紙構成員以外の有識者等の
参集を依頼することができるものとする。

(4)本ワーキンググループは、原則として公開とする。
(5)本ワ=キンググループの庶務は、厚生労働省健康局がん対策・健康増進
課が行う。

(6)この要綱に定めるもののほか、本ワーキンググループの開催に必要な事
項は、座長が健康局長と協議の上、定める。

(7)ワーキンググループで得られた成果は、「がん診療提供体制のあり方に
関する検討会」に報告する。



別紙

「がん診療提供体制のあり方に関するワーキンググループ」 構成員名簿

池山 晴人  独立行政法人国立病院機構 近畿中央胸部疾患センター
地域医療連携室 地域医療連携係長

大西 洋   山梨大学医学部放射線医学講座 口放射線科准教授

蒲生 真紀夫 大崎市民病院がんセンター長

黒田 一   国際医療福祉大学教授 病理診断科部長

調  憲   九州大学大学院医学研究院 消化器 口総合外科分野准教授      ′

花出 正美  公益財団法人がん研究会有明病院 看護部 看護師長

山内 英子  聖路加国際病院ブレス トセンター長 乳腺外科部長

若尾 文彦  独立行政法人国立がん研究センターがん対策情報センター長

(五十音順 )



厚生労働省指定のがん診療連携拠点病院が不在の

2次医療圏のがん医療の提供体制について

厚生労働省指定のがん診療連携拠点病院が不在の2次医療圏 (注 1)の うち、
DPC対象病院 (注 2)が存在している82医療圏で、それぞれの医療圏で最も一
般病床数が多い病院 (都道府県指定の病院がある場合は都道府県指定の病院)

を対象にデータの解析を行つた。

●金がんの入院件数について

年間で 10件未満の病院が 1病院

年間 1200件 を超える病院は 5病院

最も件数の多い病院は、年間 1819件

平均±SD 465.9± 401.0

(10件未満の病院については、4.5件として計算を行つた)

注 1 2次 医療日については、平成23年 10月 時点のものに基づいて調査を行つた。
注2 DPCに ついては、平成 23年度のデータに基づいて計算を行つた。

平成 23年 度「 DPC導 入の影響評価 に関す る調査結 果及び評価 」最終報告
(http:〃 m"w mhiw go Jp/stf/shingi/2r9852000002hs9!html)の 参考資料 1(15)手術・化学療

法・放射線療法・全身麻酔について・参考資料 2(7)疾患別・手術別集計

●全がんの入院手術件数について

年間で 10件未満の病院が 10病院

最も件数の多い病院は、年間 645件

平均±SD i15.8± 121.2

(10件未満の病院については、4.5件として計算を行つた)

●入院化学療法件数について

年間で 0件の病院が 1病院、1～ 9件の病院が 2病院

最も件数の多い病院は、年間 892件

平均±SD 236.5± 198.3
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●入院放射線療法件数について

年間で 0件の病院が 51病院、1～ 9件の病院が 10病院

最も件数の多い病院は、年間 126件

平均土SD 12 1± 256

【参考】 DPCの分析の対象外のもとしては、移植手術症例 (血液疾患で特に多い)や、

治験対象症例 (化学療法症例で特に多い)、 平成23年度時点では保険適用とな

つていない内視鏡手術支援ロボット (『ダ・ヴィンチ』等)に よる前立腺がん

等の手術症例 (前立腺がんは平成24年度より保険適用)は、本分析においてカ

ウントされない。詳細は以下の通り。

・ 診療録情報の重複提出

・ 在院日数1日 以下 (外泊日数含む)

。 外泊〉=在院日数
。 年齢0歳未満120歳超
。 入退院年月日、生年月日の誤り
。 一般病棟以外の病棟との移動あり (DPC対 象病棟となる入院料を算定して

いないもの)

。 24時間以内の死亡

・ 移植手術あり

,自費のみ

DPC該当せず

4月 1日以前入院、4月 から翌年 3月退院以外のもの

治験の実施

生後7日 以内の死亡

厚生労働大臣が定めるもの (平成22年診療報酬改定により保険適用となっ

た手術等を受けた患者)



がん診療連携拠点病院の整備に関す る指針
(健発第 0301001号 平成 20年 3月 1日 厚生労働省健康局長通知)

｀
       (平 成 22年 3月 31日 一部改正 )

(平成 23年 3月 29日 一部改正 )

I がん診療連携拠点病院の指定について
1 が
～

診療連携拠点病院 (都道府県がん診療連携拠点病院及び地域がん診療連

携拠点病院をいう。以下同じ。)は、都道府県知事が 2を踏まえて推薦する医
療機関について、第二者によって構成される検討会の意見を踏まえ、厚生労働

大臣が適当と認めるものを指定するものとする。

2 都道府県は、専門的ながん医療の提供等を行 う医療機関の整備を図るととも
に、当該都道府県におけるがん診療の連携協力体制の整備を図るほか、がん患
者に対する相談支援及び情報提供を行 うため、都道府県がん診療連携拠点病院

にあっては、都道府県に 1カ所、地域がん診療連携拠点病院にあっては、 2次

医療圏 (都道府県がん診療連携拠点病院が整備 されている 2次医療圏を除く。
に 1カ 所整備するものとする。ただし、当該都道府県におけるがん診療の質の

向上及びがん診療の連携協力体制の整備がよリー層図られることが明確である

場合には、この限りでないものとする。なお、この場合には、がん対策基本法

(平成 18年法律第 98号)第 11条第 1項に規定する都道府県がん対策推進
計画との整合性にも留意すること。

3 独立行政法人国立がん研究センターは、 (以下「国立がん研究センター」と
いう。)我が国のがん対策の中核的機関として、他のがん診療連携拠点病院ヘ

の診療に関する支援及びがん医療に携わる専門的な知識及び技能を有する医師
その他の医療従事者の育成や情報発信等の役割を担うとともに、我が国全体の

がん医療の向上を牽引していくこととし、国立がん研究センターの中央病院及

び東病院について、第二者によって構成される検討会の意見を踏まえ、厚生労

働大臣が適当と認める場合に、が 診々療連携拠点病院として指定するものとす
る。

4 厚生労働大臣が指定するがん診療連携拠点病院については、院内の見やすい
場所にがん診療連携拠点病院である旨の掲示をする等、がん患者に対し必要な

情報提供を行うこととする。        |
5 厚生労働大臣は、がん診療連携拠点病院が指定要件を欠くに至ったと認める
ときは、その指定を取り消すことができるものとする。

Ⅱ 地域がん診療連携拠点病院の指定要件について
1 診療体制
(1)診療機能
① 集学的治療の提供体制及び標準的治療等の提供
ア 我が国に多いがん (肺がん、胃がん、肝がん、大腸がん及び乳がんを
い う。以下同じ。)及びその他各医療機関が専門とするがんについて、

手術、放射線療法及び化学療法を効果的に組み合わせた集学的治療及び

緩和ケア (以下「集学的治療等」という。)を提供する体制を有すると

ともに、各学会の診療ガイ ドラインに準ずる標準的治療 (以下「標準的

治療」という。)等がん患者の状態に応 じた適切な治療を提供すること。
イ 我が国に多いがんについて、クリティカルパス (検査及び治療等を含
めた詳細な診療計画表をいう。)を整備すること。

ウ がん患者の病態に応じたより適切ながん医療を提供できるよう、キャ
ンサーボ‐ ド (手術、放射線療法及び化学療法に携わる専門的な知識及

び技能を有する医師その他の専門を異にする医師等によるがん患者の症

状、状態及び治療方針等を意見交換・共有・検討・確認等するためのカ

ンファレンスをいう。以下同じ。)を設置し、定期的に開催すること。

② 化学療法の提供体制
ア 急変時等の緊急時に (3)の②のイに規定する外来化学療法室におい
て化学療法を提供する当該がん患者が入院できる体制を確保すること。

イ 化学療法のレジメン (治療内容をいう。)を審査し、組織的に管理す
る委員会を設置すること。なお、当該委員会は、必要に応 じて、キャン

サ‐ボー ドと連携協力すること。

③ 緩和ケアの提供体制
ア  (2)の ①のウに規定する医師及び (2)の②のウに規定する看護師
等を構成員とする緩和ケアチームを整備 し、当該緩和ケアチームを組織

上明確に位置付けるとともに、がん患者に対し適切な緩和ケアを提供す

ること。

イ 外来において専門的な緩和ケアを提供できる体制を整備すること。
ウ アに規定する緩和ケアチーム並びに必要に応 じて主治医及び看護師等
が参加する症状緩和に係るカンファレンスを週 1回程度開催すること。

工 院内の見やすい場所にアに規定する緩和ケアチームによる診察が受け
られる旨の掲示をするなど、がん患者に対し必要な情報提供を行うこと。

オ かかりつけ医の協力・連携を得て、主治医及び看護師がアに規定する
緩和ケアチームと共に、退院後の居宅における緩和ケアに関する療養上

必要な説明及び指導を行うこと。

力 緩和ケアに関する要請及び相談に関する受付窓口を設けるなど、地域
の医療機関及び在宅療養支援診療所等との連携協力体制を整備すること。
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④ 病病連携・病診連携の協力体制
ア 地域の医療機関から紹介されたがん患者の受入れを行うこと。また、

がん患者の状態に応じ、地域の医療機関へがん患者の紹介を行 うこと。

イ 病理診断又は画像診断に関する依頼、手術、放射線療法又は化学療法

に関する相談など、地域の医療機関の医師と相互に診断及び治療に関す

る連携協力体制を整備すること。

ウ 我が国に多いがんについて、地域連携クリティカルパス (が ん診療連

携拠点病院と地域の医療機関等が作成する診療役割分担表、共同診療計

画表及び患者用診療計画表から構成されるがん患者に対する診療の全体

像を体系化した表をいう。以下同じ。)を整備すること。

エ ウに規定する地域連携クリティカルパスを活用するなど、地域の医療
機関等と協力し、必要に応 じて、退院時に当該がん患者に関する共同

の診療計画の作成等を行うこと。

⑤ セカンドオピニオンの提示体制
我が国に多いがんについて、手術、放射線療法又は化学療法に携わる専

門的な知識及び技能を有する医師によるセカンドオピニオン (診断及び治

療法について、主治医以外の第二者の医師が提示する医療上の意見をいう。

以下同じ。)を提示する体制を有すること。

(2)診療従事者
① 専門的な知識及び技能を有する医師の配置
ア 専任 (当該療法の実施を専ら担当していることをいう。この場合にお
いて、「専ら担当している」とは、担当者となっていればよいものとし、

その他診療を兼任していても差し支えないものとする。ただし、その就

業時間の少なくとも 5割以上、当該療法に従事 している必要があるもの

とする。以下同じし)の放射線療法に携わる専門的な知識及び技能を有

する医師を 1人以上配置すること。なお、当該医師については、原則と

して常勤であること。また、専従 (当該療法の実施日において、当該療

法に専ら従事していることをいう。この場合において、
「専ら従事して

いる」とは、その就業時間の少なくとも 8割以上、当該療法に従事して

いることをいう。以下同じ。)であることが望ましい。

イ 専任の化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する医師を 1人以
上配置すること。なお、当該医師については、原則として常勤であるこ

と。また、専従であることが望ましい。

ウ (1)の ③のアに規定する緩和ケアチームに、専任の身体症状の緩和
に携わる専門的な知識及び技能を有する医師を 1人以上配置すること。

なお、当該医師については、原則として常勤であること。また、専従で

あることが望ましい。

(1)の③のアに規定する緩和ケアチームに、精神症状の緩和に携わ

る専門的な知識及び技能を有する医師を 1人以上配置すること。なお、

当該医師については、専任であることが望ましい。また、常勤であるこ

とが望ましい。

工 専従の病理診断に携わる医師を 1人以上配置すること。なお、当該医
師については、原則として常勤であること。

② 専門的な知識及び技能を有するコメディカルスタッフの配置
ア 専従の放射線治療に携わる常勤の診療放射線技師を1人以上配置する
こと。

専任の放射線治療における機器の精度管理、照射計画の検証、照射計

画補助作業等に携わる常勤の技術者等を 1人以上配置すること。

イ 専任の化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する常勤の薬剤師
を 1人以上配置すること。

(3)の②のイに規定する外来化学療法室に、専任の化学療法に携わる

専門的な知識及び技能を有する常勤の看護師を 1人以上配置すること。

なお、当該看護師については、専従であることが望ましい。

ウ  (1)の ③のアに規定する緩和ケアチームに、専従の緩和ケアに携わ
る専門的な知識及び技能を有する常勤の看護師を 1人以上配置すること。

(1)の③のアに規定する緩和ケアチームに協力する薬剤師及び医療
心理に携わる者をそれぞれ 1人以上配置することが望ましい。

工 細胞診断に係る業務に携わる者を 1人以上配置することが望ましい。
③ その他
ア がん患者の状態に応じだより適切ながん医療を提供できるよう、各診
療科の医師における情報交換・連携を恒常的に推進する観点から、各診

療科を包含する居室等を設置することが望ましい。

イ 地域がん診療連携拠点病院の長は、当該拠点病院においてがん医療に
携わる専門的な知識及び技能を有する医師の専門性及び活動実績等を定

期的に評価し、当該医師がその専門性を十分に発揮できる体制を整備す

ること。なお、当該評価に当たつては、手術・放射線療法・化学療法の

治療件数 (放射線療法・化学療法については、入院・外来ごとに評価す

ることが望ましい。)、 紹介されたがん患者数その他診療連携の実績、

論文の発表実績、研修会・ 日常診療等を通じた指導実績、研修会・学会

等への参カロ実績等を参考とすること。

(3)医療施設
① 年間入院がん患者数
年間入院がん患者数 (1年間に入院したがん患者の延べ人数をいう。 )

が 1200人 以上であることが望ましい。
② 専門的ながん医療を提供するための治療機器及び治療室等の設置
ア 放射線治療に関する機器を設置すること。ただし、当該機器は、リニ
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アックなど、体外照射を行うための機器であること。                          経歴など、地域の医療機関及び医療従事者に関する情報の収集、提供

イ 外来化学療法室を設置すること。                               , ウ ャカンドオピニオンの提示が可能な医師の紹介
ウ 集中治療室を設置することが望ましい。                              工 がん患者の療養上の相談
工 白血病を専門とする分野に掲げる場合は、無菌病室を設置すること。                 オ 地域の医療機関及び医療従事者等におけるがん医療の連携協力体制の
オ がん患者及びその家族が′いの悩みや体験等を語り合うための場を設け                 事例に関する情報の収集、提供

ることが望ましい。                                         ヵ ァスベストによる肺がん及び中皮腫に関する医療相談
③ 敷地内禁煙等                                           キ HTLV-1関 連疾患であるATLに 関する医療相談
敷地内禁煙の実施等のたばこ対策に積極的に取り組むこと。                      ク その他相談支援に関すること

2 研修の実施体制        '
(1)原則として、別途定める「プログラム」に準拠した当該 2次医療圏におい              (2)院 内がル登録    i
てがん医療に携わる医師を対象とした緩和ケアに関する研修を毎年定期的に               ① 健康局総務課長が定める「標準登録様式」に基づく院内がん登録を実施
実施すること。                                               すること。

(2)(1)の ほか、原則として、当該 2次医療圏においてがん医療に携わる医               ② 国立がん研究センターによる研修を受講した専任の院内がん登録の実務
師等を対象とした早期診断、副作用対応を含めた放射線療法・化学療法の推                を担 う者を 1人以上配置すること。

進及び緩和ケア等に関する研修を実施すること。なお、当該研修については、               ③ 毎年、院内がん登録の集計結果等を国立がん研究センターのがん対策情
実地での研修を行 うなど、その内容を工夫するように努めること。                     報センターに情報提供すること。

(3)診療連携を行つている地域の医療機関等の医療従事者も参加する合同の力               ④ 院内がん登録を活用することにより、当該都道府県が行う地域がん登録
ンファレンスを毎年定期的に開催すること。                               事業に積極的に協力すること。

3 情報の収集提供体制                                      (3)そ の他

(1)相 談支援センター                                         ① 我が国に多いがん以外のがんについて、集学的治療等を提供する体制を
①及び②に掲げる相談支援を行 う機能を有する部門 (以下 「相談支援セン               有し、及び標準的治療等を提供している場合は、そのがんの種類等を広報

ター」という。なお、相談支援センター以外の名称を用いても差 し支えない               すること。

が、その場合には、がん医療に関する相談支援を行 うことが分かる名称を用               ② 臨床研究等を行つている場合は、次に掲げる事項を実施すること。
いることが望ましい。)を設置し、当該部Plにおいて、アからキまでに掲げ                ア 進行中の臨床研究 (治験を除く。以下同じ。)の概要及び過去の臨床
る業務を行うこと。なお、院内の見やすい場所に相談支援センターによる相                 研究の成果を広報すること。

談支援を受けられる旨の掲示をするなど、相談支援センターについて7Fl極的                イ 参カロ中の治験について、その対象であるがんの種類及び薬剤名等を広
に広報すること。                                           報することが望ましい。

① 国立がん研究センターによる研修を修了した専従及び専任の相談支援に
携わる者をそれぞれ 1人以上配置すること。                          Ⅲ 特定機能病院を地域がん診療連携拠点病院として指定する場合の指定要件に
② 院内及び地域の医療従事者の協力を得て、院内外のがん患者及びその家             ついて

族並びに地域の住民及び医療機関等からの相談等に対応する体制を整備す              医療法第 4条の 2(昭和 23年法律第 205号 )に基づく特定機能病院を地域
ること。また、相談支援に関し十分な経験を有するがん患者団体との連携             がん診療連携拠点病院として指定する場合には、Ⅱの地域がん診療連携拠点病院

協力体制の構築に積極的に取 り組むこと。                            の指定要件にカロえ、次の要件を満たすこと。

1 組織上明確に位置付けられた複数種類のがんに対し放射線療法を行う機能
<相談支援センターの業務>                                    を有する部門 (以下「放射線療法部門」という。)及び組織上明確に位置付
ア がんの病態、標準的治療法等がん診療及びがんめ予防 。早期発見等に               けられた複数種類のがんに対し化学療法を行 う機能を有する部門 (以下「化

関する一般的な情報の提供                                   学療法部門」という。)をそれぞれ設置し、当該部門の長として、専任の放

イ 診療機能、入院・外来の待ち時間及び医療従事者の専門とする分野・              射線療法又は化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する常勤の医師を
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それぞれ配置すること。・なお、当該医師については、専従であることが望ま

しい。

2 当該都道府県におけるがん診療連携拠点病院等の医師等に対 し、高度のが
ん医療に関する研修を実施することが望ましい。

3 他のがん診療連携拠点病院へ診療支援を行 う医師の派遣に積極的に取り組

むこと。

lV 都道府県がん診療連携拠点病院の指定要件について

都道府県がん診療連携拠点病院は、当該都道府県におけるがん診療の質の向上

及びがん診療の連携協力体制の構築に関し中心的な役割を担い、Ⅱの地域がん診

療連携拠点病院の指定要件に加え、次の要件を満たすこと。ただし、特定機能病

`院
を都道府県がん診療連携拠点病院として指定する場合には、Ⅲの特定機能病院

を地域がん診療連携拠点病院として指定する場合の指定要件に加え、次の要件

(1を除く。)を満たすこと。

1 放射線療法部門及び化学療法部門をそれぞれ設置し、当該部門の長として、
専任の放射線療法又は化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する常勤

の医師をそれぞれ配置すること。なお、当該医師については、専従であるこ

とが望ましい。

2 当該都道府県においてがん医療に携わる専門的な知識及び技能を有する医
師・薬剤師・看護師等を対象とした研修を実施すること。

3 地域がん診療連携拠点病院等に対し、情報提供、症例相談及び診療支援を
行 うこと。

4 都道府県がん診療連携協議会を設置し、当該協議会は、次に掲げる事項を
行 うこと。

(1)当該都道府県におけるがん診療の連携協力体制及び相談支援の提供体制

その他のがん医療に関する情報交換を行 うこと。

(2)当 該都道府県内の院内がん登録のデータの分析、評価等を行 うこと。

(3)がんの種類ごとに、当該都道府県においてセカンドオピニオンを提示す

る体制を有するがん診療連携拠点病院を含む医療機関の一覧を作成
。共有

し、広報すること。

(4)当 該都道府県におけるがん診療連携拠点病院への診療支援を行 う医師の

派遣に係る調整を行 うこと。

(5)当該都道府県におけるがん診療連携拠点病院が作成している地域連携

クリティカルパスの一覧を作成・共有すること。また、我が国に多いがん

以外のがんについて、地域連携クリティカルパスを整備することが望まし

V｀。

(6)Ⅱ の 2の (1)に 基づき当該都道府県におけるがん診療連携拠点病院が

実施するがん医療に携わる医師を対象とした緩和ケアに関する研修その

他各種研修に関する計画を作成すること。

V 国立がん研究センターの中央病院及び東病院の指定要件について
国立がん研究センターの中央病院及び東病院は、Ⅲの特定機能病院を地域がん

診療連携拠点病院として指定する場合の指定要件を満たすこと。

Ⅵ 指定 。指定の更新の推薦手続き等t指針の見直し及び施行期日について
1 指定の推薦手続等について
、(1)都道府県は、 Iの 1に基づく指定の推薦に当たつては、指定要件を満
たしていることを確認の上、推薦意見書を添付し、毎年 10月 末までに、

別途定める「新規指定推薦書」を厚生労働大臣に提出すること。また、地

域がん診療連携拠点病院を都道府県がん診療連携拠点病院として指定の推

薦をし直す場合又は都道府県がん診療連携拠点病院を地域がん診療連携拠

点病院として指定の推薦をし直す場合も、同様とすること。

(2)が ん診療連携拠点病院 (国立がん研究センタ=の 中央病院及び東病院
を除く。)は、都道府県を経由し、毎年 10月 末までに、別途定める「現

況報告書」を厚生労働大臣に提出すること。

(3)国 立がん研究センターの中央病院及び東病院は、毎年 10月 末まで
に、別途定める「現況報告書」を厚生労働大臣に提出すること。

2 指定の更新の推薦手続等について
(1)Iの 1及び 4の指定は、 4年ごとにその更新を受けなければ、その期間
の経過によつてヽその効力を失う。

(2)(1)の 更新の推薦があった場合において、 (1)の期間 (以下「指定
の有効期間」という。)の満了の日までにその推薦に対する指定の更新が

されないときは、従前の指定は、指定の有効期間の満了後もその指定の更

新がされるまでの間は、なおその効力を有する (Iの 1に規定する第二者

によつて構成される検討会の意見を踏まえ、指定の更新がされないときを

除く。)。

(3)(2)の 場合において、指定の更新がされたときは、その指定の有効期
間は、従前の指定の有効期間の満了の日の翌日から起算するものとする。

(4)都道府県は、 (1)の更新の推薦に当たつては、指定要件を満たして
いることを確認の上、推薦意見書を添付し、指定の有効期間の満了する日

の前年の 10月 末までに、別途定める「指定更新推薦書」を厚生労働大臣

に提出すること。

(5)Iの 1か ら3及びⅡからVまでの規定は、 (1)の指定の更新について
準用する。

3 指針の見直しについて
健康局長は、がん対策基本法第 9条第 8項において準用する同条第 3項の規
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定によりがん対策推進基本計画が変更された場合その他の必要があると認める

場合には、この指針を見直すことができるものとする。

4 施行期日
この指針は、平成 20年 4月 1日 から施行する。ただし、Ⅱの 3の (1)の
①及びⅡの3の (2)の②については、平成22年 4月 1日 から施行する。ま
た、Ⅱの1の (1)の④のウについては、平成24年 4月 1日 から施行する。

がん診療連携拠点病院の整備 に関す る指針

(定義の抜粋 )

1 我が国に多いがん       '
肺がん、胃がん、肝がん、大腸がん及び乳がんをいう。

2 クリティカルパス
検査及が治療等を含めた詳細な診療計画表をいう。 (ク リニカルパスと同じ。)

3 キャンサーボード
手術、放射線療法及び化学療法に携わる専門的な知識及び技能を有する医師そ

の他の専門を異にする医師等によるがん患者の症状、状態及び治療方針等を意見

交換・共有・検討・確認等するためのカンファレンスをいう。

4レ ジメン
治療内容をい う。

5 地域連携クリティカル」ミス
がん診療連携拠点病院と地域の医療機関等が作成する診療役割分担表、共同診

療計画表及び患者用診療計画表から構成されるがん患者に対する診療の全体像を

体系化 した表をいう。 (地域連携クリニカルパスと同じ。 )

6 セカンドオピニオじ
診断及び治療法について、主治医以外の第二者の医師が提示する医療上の意見

をいう。

7 専任
当該療法の実施を専ら担当していることをぃう。この場合において、「専ら担

当している」とは、担当者となつていればよいものとし、その他診療を兼任して

いても差し支えなぃものとする。ただし、その就業時間の少なくとも 5割以上、

当該療法に従事している必要があるものとする。
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8 専従
当該療法の実施 日において、当該療法に専ら従事していることをいう。この場

合において、「専ら従事している」とは、その就業時間の少なくとも 8害J以上、

当該療法に従事していることをいう。

9 年間入院がん患者
1年間に入院したがん患者の延べ人数をいう。

10 放射線療法部門

組織上明確に位置付けられた複数種類のがんに対し放射線療法を行 う機能を有

する部門をいう。

組織上明確に位置付けられた複数種類のがんに対し化学療法を行う機能を有す

る部門をいう。
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都 道府 県・2次医療圏別の指定状 況 (平成 25年4月 1日現在 )

網掛けは拠点病院のない2次医療圏   ★:都道府県がん診療連携拠点病院

参考資料4
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今後のがん診療提供体制のあり方について

(特にがん診療連携拠点病院に関すること)

平成 25年 4月 24日

1.がん診療連携拠点病院の整備の趣旨
全国どこでも質の高いがん医療を提供することを目的とし、平成 13年よりが

ん診療連携拠点病院 (以下「拠点病院」という。)をすべての 2次医療圏に原則
1つ整備することを目指した結果、現在 397の医療機関が指定されている。

現在の拠点病院は、「がん診療連携拠点病院の整備に関する指針」 (健発第

0301001号平成 20年 3月 31日 厚生労働省健康局長通知)に基づき、主に 5大が

んの集学的治療及び標準的治療の提供、緩和ケアの提供、地域のがん医療に係

る人材の育成、相談支援・情報提供、がん登録、さらに地域の医療機関との診

療連携の推進などの要件を満たすこととされている。

また、平成 18年より、各都道府県の拠点病院のとりまとめ役として、都道府

県に原則 1カ所の都道府県がん診療連携拠点病院 (以下「都道府県拠点病院」

という。)を指定しており、拠点病院のうち 51の医療機関が都道府県拠点病院
として指定されている。

H.拠点病院およびそれを取り巻く現状と課題
がん医療の均てん化の推進を目的として、全国に拠点病院が整備され、がん

対策において一定の効果を上げたと考えられるが、以下のような現状と課題が

ある。

・  拠点病院間に、病院規模、診療実績、人的配置、地域連携、相談支援、
人材育成等に関して大きな差がある。特に、拠点病院は 5大がんの集学的

治療を実施することとされているが、すべての拠点病院は必ずしも十分な

診療実績を持っていない。

・  均てん化については一定の進捗が認められ、2次医療圏の 68%に拠点病
院が整備されているが、未だに 113の医療圏で拠点病院が整備されていな

い 。

・  拠点病院の要件に合致せずとも、特定のがん種に対し高度な医療を提供
している医療機関の位置づけを検討すべきとの指摘もある。

・  一部の都道府県では、それぞれの実状に応じて、独自にがん医療を担う
病院を指定しており、患者にとつてわかりやすい制度にすべきとの指摘や、

都道府県から個々の地域の実状に応じたきめ細やかな制度を求める声もあ

る。

・  拠点病院は、がん治療の拠点という役割に加え、地域における医療連携

の拠点という側面が期待されること、また、急性期病院の効率的な病床利

用などに伴う受療行動の実態を踏まえ、拠点病院のみの「点」ではなく、

より具体的に医療連携を促進し得る制度にすべきとの指摘もある。

lH.今 後のがん診療提供体制のあり方について
1.グループ指定による診療連携機能の強化

① 拠点病院のない2次医療日を中心とした地域がん診療病院 (仮称)と拠点

病院とのグループ指定
。  現在、拠点病院のない2次医療日は113あるが、医療資源が限られて
いることを踏まえると、今後、拠点病院を全ての医療日に整備すること

は難しい。しかし、こうした拠点病院を整備することが難しい地域でも

がん医療の均てん化が重要な課題であることにかわりはない。

・  一方、拠点病院の機能を高めていくには、地域の医療機関との役割分
担と連携を進め、地域の医療資源を最大限に活用できるよう、単独の医

療機関を拠点病院として指定するだけでなく、がん医療に求められる機

能を複数の医療機関が連携して担うことも想定した制度設計が必要であ

五。

・  こうした問題やニーズに対応するため、具体的には、拠点病院のない2
次医療日を中心に、地域のがん医療を担う「地域がん診療病院 (仮称)」

(以下「がん診療病院」という。)と拠点病院をグループとして指定する

ことが考えられる。(がん診療病院の配置については、拠点病院がすでに

指定されている地域であつても、患者数が多く拠点病院との役割分担を

進めるべき地域については一定程度柔軟に対応してもよいのではないか

との指摘もあつた。)           ・

。  拠点病院とがん診療病院の双方を制度の中に明確に位置づけ、がん診
療病院に期待される役割や医療連携の具体的な情報を明確に示し、息者

に伝える仕組みを工夫することで、患者にとつてわかりやすく安心でき

るがん診療提供体制の構築につながることが期待される。

・  がん診療病院には、2次医療圏内で受けることが望ましいがん医療の提
供、すなわち、高度な技術を要さない手術 (患者数の多い、冒、大腸、學L

がんの手術など)、 外来化学療法、緩和ケア、相談支援 (特に地域連携に

関すること)、 がん登録のほか、拠点病院や在宅医療提供機関との地域連

携 (例 :拠点病院で初期治療を終えた患者のフォローアップ、高度な技術

を要する治療や自施設で診療経験が十分にない患者を拠点病院へ紹介す

ること、在宅医療提供機関への紹介)等が求められる。

・  また、拠点病院の無い地域にあるがん医療を担う医療機関の現状を踏ま

-1… -2-



②

・

えた上で、がん診療病院については、拠点病院の要件のうち、放射線療法、

研修の開催、診療実績、セカンドオピニオンの提供、人材配置等について

は一定程度緩和することが考えられる。

特定領城で高度な診療機能をもつ医療機関と拠点病院とのグループ指定

医療機関の中には、5大がんすべてに関する集学的診療機能は有してい

ないが、特定のがん種について、拠点病院よりも高度な診療機能を有し、

診療実績を持つ医療機関も存在する。(例 :脳腫瘍、乳がん、前立腺がん、

甲状腺がん等)

地域の診療機能を高めていくためには、これらの医療機関に期待される

役割を明確にし、患者に公表した上で、がん診療病院として、既存の拠点

病院とグループ指定することが考えられる。

L″Ⅲl      
衝:=蘇l;iFF[高 i

, ,tr.・註l171lltを |キ
',.l`:■オ1院

'11に
11“″|ヤ J́

Bがん診僚病院

Bイ1院はA拠点ヤi院とグループとしてlけ定を受:夕 る。

以上、がん診療病院は、拠点病院との上下関係ではなく、役割分担である。

それぞれの病院に期待される役割を明確にし、連携を進めることで、患者が安

心して適切ながん医療を受けられる環境を整えるとともに、高度な技術を要す

る診療機能や希少がん等の緩やかな集約化につながり、医療の質が向上するこ

とも期待される。

グループ指定の調整については都道府県が主体的に行うことが想定されるが、

都道府県の実状も踏まえ可能な範囲で柔軟な制度とすること、都道府県が調整

する際に期待される役割を明確にすることなどに留意した上で、導入していく

ことが望ましい。

2.拠点病院における PDCAサイクルの確保
現在、拠点病院は、年に 1度、診療実績や人材の配置、人材育成や地域連携、

相談支援の活動状況等を記載した現況報告を厚生労働省に提出することとされ

ているが、各拠点病院の評価や実地調査などは行われていない。

一方:拠点病院間には、診療実績、人的配置、地域連携、相談支援、人材育

成等に関して大きな差がある。また、都道府県拠点病院についても、がん対策

診療連携協議会や研修の開催実績を踏まえると、その活動には大きな差がある

と推測される。

こうしたことから、現況報告といつた自己申告の報告のみに頼ることなく、

拠点病院にとつて過度な負担にならないよう留意した上で、国と都道府県が役

割分担して、拠点病院の実地調査を行い、拠点病院の診療機能や診療実績、地

域連携に関する実績や活動状況を把握・評価し、課題を明らかにして、必要に

応じて改善を求めるなど、PDCAサイクルを確保する仕組みが必要である。また、

こうした PDCAサイクルを確保することにより、現在問題となつている拠点病院

間の格差も縮小することが期待される。

さらに、都道府県協議会で検討すべき内容を明確にし、都道府県内の拠点病

院間の情報共有を図ること、国立がん研究センターを中心とした都道府県拠点

病院の協議会を活用し、情報共有を図る等、実地調査以外にも、PDCAサイクル

を確保する仕組みが求められる。

3.拠点病院に期待される新しい機能～臨床研究機能の強化～
・  臨床研究については、現在、がんの新薬開発等が進められているが、昼
者が安全に高度で先駆的な治療を受けられるためには、「標準治療」を確

立することや長期的な安全性を確認するための多施設共同臨床研究を実

施することが必要である。
。  すでに、拠点病院の多くは治験を含む臨床研究を実施しており、都道府
県拠点病院の 87%が 」000(Japan Clinica1 0nco!ogy Group:日 本臨床腫

瘍研究グループ)へ参加し、」COG登録症例数年平均 10例以上 (2008～ 2012

年平均)の 93%は拠点病院である。
・  しかし、現行の臨床研究に関する要件は、「進行中の臨床研究 (治験を
除く。以下同じ。)の概要及び過去の臨床研究の成果を広報すること。」及

び「 参加中の治験について、その対象であるがんの種類及び薬剤名等を

広報することが望ましい。」のみであり、人材配置を見てもCRCやデータ

マネジャーなどが十分に配置されているとは言い難〈、病院の医師にとつ

て過剰な負担となつていることが懸念される。

・  標準治療の確立や新規治療の安全性を確認していく必要性と拠点病院
のこれまでの実績を踏まえ、今後、拠点病院の新しい機能として、国際基

準に対応した多施設共同臨床研究を実施できる体制をより強化すること

が考えられる。

じ■:院 :tA拠点病院とグループとして指定を受:する。
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具体的には、拠点病院に対して、臨床研究の実施に必要な CRCやデータ

マネジャーなどの充実を支援するこ方で、臨床研究を推進する体制や研究

の実績 (例 :承認された薬の長期的な安全性や効果の検証、合併症のある

者や高齢者への治療法の開発、集学的治療法の開発)を評価し、その結果

(例 :国際学会での発表)についても報告を求めるなど、拠点病院の枠組

みを活用し、最新の治療を安全に全国で確実に受けられるような体制作り

を進めることが期待される。
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